
1 
 

 

令和４年度財務省政策評価の事前分析表の一部変更について 
 
 
 
１．「政策目標の内容及び目標設定の考え方」の一部変更について  
 

（変更する政策目標）  
 

 〇政策目標 6-2  

開発途上国における安定的な経済社会の発展に資するための資金協力・知的支援を含む多様な協力の推進  

 

 
２．「取組内容」の一部変更について  
 

（変更する政策目標の施策）  

 

 〇政策目標 5-3 

  関税等の適正な賦課及び徴収、社会悪物品等の密輸阻止並びに税関手続における利用者利便の向上  
 

・政 5-3-2 社会悪物品等の密輸阻止  

 

 〇政策目標 6-1 

外国為替市場の安定並びにアジア地域を含む国際金融システムの安定に向けた制度強化及びその適切な運用の確保  

 
・政 6-1-2 国際金融システムの安定に向けた制度強化に関する国際的な取組への参画  

・政 6-1-4 テロ資金や北朝鮮の核関連及び大量破壊兵器の拡散等に関連する資金等による国際金融システムの濫用  

への対応  

 

 〇政策目標 6-2 

開発途上国における安定的な経済社会の発展に資するための資金協力・知的支援を含む多様な協力の推進  
   

  ・政 6-2-2 有償資金協力（国際協力機構（ JICA））を通じた支援並びに国際協 力銀行（ JBIC）及び国際開発金融機関

（ MDBs）と通じた支援等  
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１．「政策目標の内容及び目標設定の考え方」の一部変更について 
「経済財政運 営と改革 の基本方針 2022」（令和４ 年６月７日 閣議決定 。以下「 骨太の方針 20 22」と いいます。）

における 「ウ クライ ナ情勢 」の記 述を 受けて 、政策 目標に 関す る「政 策目標 の内容及 び目 標設定 の考え 方」に

ついて所要の変更を行います。  

政 策 目 標 6- 2 

 

開 発 途 上 国に

お け る 安 定的

な 経 済 社 会の

発 展 に 資 する

た め の 資 金協

力 ・ 知 的 支援

を 含 む 多 様な

協 力 の 推 進  

現 行  変 更 後  

世界経済の中で大きな地位を占め る我が 国と し

て、自由かつ公正な国際経済社会 の実現 やそ の安定

的発展に向け、開発途上国におけ る貧困 や地 球環境

問題等の課題への対応を含む国際 的な協 力に 積極的

に取り組むことが求められていま す。こ うし た状況

に鑑み、我が国の厳しい財政状況 や国民 のＯ ＤＡに

対する見方も踏まえつつ、開発途 上国に おけ る安定

的な経済社会の発展に資するため の効果 的か つ効率

的な資金協力等を実施していきま す。国 際協 力機構

（ＪＩＣＡ）の有償資金協力や国 際協力 銀行 （ＪＢ

ＩＣ）による支援については、現 地の経 済社 会への

貢献等の要素を備える「質の高い インフ ラ投 資」の

実現も含め、開発途上国の経済社 会の発 展を 支援し

ていく観点から、重点的に取り組 んでい きま す。  

世界経済の中で大きな地位を占め る我が 国と し

て、自由かつ公正な国際経済社会 の実現 やそ の安定

的発展に向け、開発途上国におけ る貧困 や地 球環境

問題等の課題への対応を含む国際 的な協 力に 積極的

に取り組むことが求められていま す。ま た、 令和４

年２月以降のロシアによるウクラ イナ侵 略は 、世界

経済に多くの困難をもたらしてい ます。 こう した状

況に鑑み、我が国の厳しい財政状 況や国 民の ＯＤＡ

に対する見方も踏まえつつ、開発 途上国 にお ける安

定的な経済社会の発展に資するた めの効 果的 かつ効

率的な資金協力等を実施していき ます。 国際 協力機

構（ＪＩＣＡ）の有償資金協力や 国際協 力銀 行（Ｊ

ＢＩＣ）による支援については、 現地の 経済 社会へ

の貢献等の要素を備える「質の高 いイン フラ 投資」

の実現も含め、開発途上国の経済 社会の 発展 を支援

していく観点から、重点的に取り 組んで いき ます。  

 



3 
 

 

２．「取組内容」の一部変更について  
「骨太の 方針 20 22」 におけ る「ウ クラ イナ情 勢」の 記述を 受け て、政 策目標 に関する 「取 組内容 」につ いて

所要の変更を行います。  

政 策 目 標 5- 3 

 

関 税 等 の 適正

な 賦 課 及 び徴

収 、 社 会 悪物

品 等 の 密 輸阻

止 並 び に 税関

手 続 に お ける

利 用 者 利 便の

向 上  

政 5 - 3 -2 社 会 悪 物 品 等の 密輸阻止   

現 行  変 更 後  

さらに、テロ関連物資等の不正輸 出を阻 止す るた

め、輸出許可後に関係帳簿書類を 調査す るこ と等に

より、輸出手続が適正に行われて いたか を確 認する

輸出事後調査（用語集参照）につ いても 実施 し、国

際犯罪組織の摘発及びテロの未然 防止を 図り ます。

また、マネーロンダリング（資金 洗浄） 及び テロ資

金供与対 策の 一つと して、キ ャッシ ュ・クー リエ（現

金等の携帯輸出入）対策に引き続 き取り 組み ます。  

さらに、テロ関連物資等の不正輸 出を阻 止す るた

め、輸出許可後に関係帳簿書類を 調査す るこ と等に

より、輸出手続が適正に行われて いたか を確 認する

輸出事後調査（用語集参照）につ いても 実施 し、国

際犯罪組織の摘発及びテロの未然 防止を 図り ます。

また、マネーロンダリング（資金 洗浄） 及び テロ資

金供与対 策の 一つと して、キ ャッシ ュ・ク ーリエ（ 現

金等の携帯輸出入）対策に引き続 き取り 組み ます。

さらに、ロシアによるウクライナ 侵略を 受け 、ロシ

アに対するＷＴＯ協定税率の適用 の撤回 に関 し、輸

入貨物に対する適正な関税率の適 用のた めの 原産地

の確認を行うとともに、ロシア等 に対す る外 国為替

及び外国貿易法による輸出入禁止 措置に 関し 、輸出

入貨物に対する厳格な審査等を実 施し、 当該 措置の

実効性の確保に努めます。  

 

 

 

 

 



4 
 

 

政 策 目 標 6- 1 

 

外 国 為 替 市場

の 安 定 並 びに

ア ジ ア 地 域を

含 む 国 際 金融

シ ス テ ム の安

定 に 向 け た制

度 強 化 及 びそ

の 適 切 な 運用

の 確 保  

政 6 - 1 -2 国 際 金 融 シ ステ ムの安定 に向け た制度強 化に関 する国際 的な取 組への参 画  

現 行  変 更 後  

令和３年においては、世界経済が 引き続 き新 型コ

ロナウイルス感染症の影響を受け る中、 Ｇ７ 及びＧ

20は、国際保健の枠組強化、ＩＭ Ｆを通 じた 脆弱国

支援、途上国の債務問題への取組 など、 世界 経済の

回復に向 けて 主導的 な役割 を果た しまし た。併 せて、

国際課税や中央銀行デジタル通貨 、気候 変動 等の課

題に対応するための議論も行って います 。我 が国は

これらの取組・議論に積極的に貢 献して おり 、令和

５年にはＧ７の議長を務めること も踏ま えつ つ、今

後も、国際金融システムの安定化 に向け て、 Ｇ７・

Ｇ 20を含めた国際的な枠組みに積 極的に 参画 してい

きます。  

令和３年においては、世界経済が 引き続 き新 型コ

ロナウイルス感染症の影響を受け る中、 Ｇ７ 及びＧ

20は、国際保健の枠組強化、ＩＭ Ｆを通 じた 脆弱国

支援、途上国の債務問題への取組 など、 世界 経済の

回復に向 けて 主導的 な役割 を果た しまし た。併せ て、

国際課税や中央銀行デジタル通貨 、気候 変動 等の課

題に対応するための議論も行って います 。我 が国は

これらの取組・議論に積極的に貢 献して おり 、令和

５年にはＧ７の議長を務めること も踏ま えつ つ、今

後も、国際金融システムの安定化 に向け て、 Ｇ７・

Ｇ 20を含めた国際的な枠組みに積 極的に 参画 してい

きます。また、令和４年２月以降 の、国 際秩 序の根

幹を揺るがすロシアによるウクラ イナ侵 略に 対して

は、Ｇ７等と協調しつつ毅然と対 応する とと もに、

ウクライナ及び周辺国等への支援 も進め てい きま

す。  
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政 策 目 標 6- 1 

 

外 国 為 替 市場

の 安 定 並 びに

ア ジ ア 地 域を

含 む 国 際 金融

シ ス テ ム の安

定 に 向 け た制

度 強 化 及 びそ

の 適 切 な 運用

の 確 保  

政 6 - 1 -4 テ ロ 資 金 や 北朝 鮮の核関 連及び 大量破壊 兵器の 拡散等に 関連す る資金等 による  

国 際 金 融 シス テムの 濫用への 対応  

現 行  変 更 後  

このよう な観 点から 、財務 省とし ては、 国連 安保

理決議等 を踏 まえ、 外為法 に基づ き、 様々な 制裁措

置を講じ てき ました 。具体 的には 、例 えば、 テロ資

金や北朝 鮮の 核・弾 道ミサ イル・ 大量 破壊兵 器関連

の計画等 に関 し、制 裁対象 者に対 する 資産凍 結等措

置や資金 移転 防止措 置を講 じてい ます 。加え て、令

和３年６ 月以 降、国 連安保 理制裁 委員 会によ り資産

凍結等の 対象 となる タリバ ーン関 係者 等を指 定する

決定が行 われ た場合 には、 関係省 庁と 連携の 上、当

該決定か ら 24時間以 内に外 為法に 基づ く資産 凍結等

の措置を 講じ ており、ＦＡＴ Ｆ（金融 活動作 業部会：

用語集参 照） 勧告に 基づく 速やか な資 産凍結 を実施

していま す。 今後と も、関 係各国 や関 係省庁 、金融

機関等と の連 携を密 にし、 当該措 置を 適時に 実施し

ていきます。  

この よう な観 点か ら、 財務 省と して は、 国連 安保

理決 議等 を踏 まえ 、外 為法 に基 づき 、様 々な 制裁 措

置を 講じ てき まし た。 具体 的に は、 例え ば、 テロ 資

金や 北朝 鮮の 核・ 弾道 ミサ イル ・大 量破 壊兵 器関 連

の計 画等 に関 し、 制裁 対象 者に 対す る資 産凍 結等 措

置や 資金 移転 防止 措置 を講 じて いま す。 加え て、 令

和３ 年６ 月以 降、 国連 安保 理制 裁委 員会 によ り資 産

凍結 等の 対象 とな るタ リバ ーン 関係 者等 を指 定す る

決定 が行 われ た場 合に は、 関係 省庁 と連 携の 上、 当

該決 定か ら 24時間 以内 に外 為法 に基 づく 資産 凍結 等

の措置を 講じ ており、ＦＡＴ Ｆ（金 融活動 作業部 会：

用語 集参 照） 勧告 に基 づく 速や かな 資産 凍結 を実 施

して いま す。 さら に、 令和 ４年 ２月 以降 のロ シア に

よる ウク ライ ナ侵 略を 受け 、Ｇ ７を 始め とす る国 際

社会 と緊 密に 連携 して 、ロ シア 及び ベラ ルー シの 政

府高 官等 を始 めと した 個人 ・団 体及 び特 定の 銀行 に

対 す る 資 産 凍 結 等 の 措 置 を 機 動 的 に 実 施 し て い ま

す。 今後 とも 、関 係各 国や 関係 省庁 、金 融機 関等 と

の連 携を 密に し、 当該 措置 を適 時に 実施 して いき ま

す。  
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政 策 目 標 6- 2 

 

開 発 途 上 国に

お け る 安 定的

な 経 済 社 会の

発 展 に 資 する

た め の 資 金協

力 ・ 知 的 支援

を 含 む 多 様な

協 力 の 推 進  

政 6 - 2 -2 有 償 資 金 協 力（ 国際協力 機構（ ＪＩＣＡ ））を通 じた支 援並びに 国際協 力銀行  

（ Ｊ Ｂ Ｉ Ｃ） 及び国 際開発金 融機関 （ＭＤ Ｂｓ）を 通じた 支援等   

以下を追記しました。  

「Ｆ  ロシアによるウクライナ侵略への対応  

国際秩序の 根幹を 揺るが すロシア のウク ライナ 侵略を受 け、困 難に直面 する ウクライナ 及び

周辺国等に 対し、 Ｇ７や ＭＤＢｓ 等と連 携し、財 政面を 含めた 支援を行 うと 共に、こう した侵

略が世界経 済に多 くの混 乱をもた らして いるとこ ろ、特 に影響 の大きい 途上 国に対して も、支

援を行っていきます。」  

 


